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調査報告

京都府における「養護学校ブロック」構想と養護学校の新たな任務

秘取）く学

渡部 II｛｛ 男

はじめに

1979年度からの学校教育法中の淀護学佼にI対

する部分の義務制の施行は、 「国力の状1誤」を

理由1)に延期され続けてきた日本国蔽法 ・教育基

本法下の我が国義務教育の制度上の幣伽をぶ味す

る。学校教育法施行後，実に32年を要している。

それ故に憲法 ・教基法に内包された栢極的理念が

どのように発展的に具体化される巾で 1979年度

の義務教育制度の挫備を迎えたのかが問われねば

ならない。今日、科学的・民主的即害者教育学及

び障害者教育実践は、（学校）教育の全体に対して

教育実践及び教育学の新たなる次元での創造 ・構

築に寄与すべきである。

その場合我々が発展さすべき理論的 ・実践臀

課題の珠は「r教育を受ける権利Jの実烈保即」
であると考える。 1960・1970年代における 「即

害児の学習権」「発逹権」「生存＝発逹権」の捉

起｛ふ法解釈》研究及び実践辿動等の払本方向 ・

基本理念を単なる形限的なものではない「 I・教育

を受ける権利』の実質保降」として示したが、制

度論、行政論、教育課程論などの衷付けを伴って

主権者一人ひとりに権利の実烈保即を達成してい

＜課題は今日に引き継がれている。「落らこぼし」

「非行」 「学力の剥落」等学校教育における能力

主義の矛盾が激化している中で、「教育を受ける

権利」を規定した日本国海法第26条の「その能力

に応じて、ひとしく」の 1980年代的深化が鋭く
3) 

問われている。即害児教育におけるインテグレー

ションの論諮は特に通常の学級における能力主義

教育の問題を不問に付すことはできず＞この点か

らも印り1児教育に限定されない「「教育を受ける

権利Jの実''.fl保節」論の構築が急がれる。

本稿では、上述の観点から京都府における「程

護学校プロック」構想の森義を明らかにするとと

もに、 「教育を受ける権利」の実四保節のために

果たすべき社護学校の新たな任務について考究す

る。そして、その過程で、いわゆる「地域論」「

校lス論」についてもより発展的な吟味を行なう。

岡推協の養護学校の位置づけと

「養護学校プロック」構想

1969年4月に仮開校した与謝の海養護学校は、

その「学校宜言(1]において、「この学校は ＂すべ

ての子どもにひとしく教育を保障してほしい＂ と

要求するl旅害児の父丹と、附害児教育に直接かか

わっていた節害児学級担任を中核とする、地域ぐ

るみの十余年間の辿動の中で設囲をかちとった学

校である。」との確認を行っている。そして、「 こ

の学校は『すべての節害児にひとしく教育を保障

する』―—権利を守る砦としての役割をもつ学校

であるo.J等の学校の役割の位四づけを行っている。

その一つとして、「この学校は、地域における障

害児教育 ・即害児述動の砦としての役割りを果た

す任肪をもっている学校であるJが掲げられてい

る。

このように、蓑護学校と「地域」との関係を強

＜忌識してきたことが京都府の即害児教育の特徴

点の一つである。
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ところで、 「府の障害児教育の到逹点を明らか

にしつつ、程護学校の義務制を実施する上で必要

な施策の在り方や義務制実施以降の教育制度、内

容、方法の改善点をはじめ、行政的、 実践的な課

超等について、総合的、統一的、 専門的に検討す

る必要りから、 1974年11月、碗川府政下の教育

長の私的諮問機関として「京都府障害児教育推進

協議会」（以下、 節推協 ）が設骰された。即推協

は、「障害児教育推進上の基本課題」を明示した

最終報告害r京都府における障害児教育の推進に
ついてJを1978年3月に公にしている。そ こでは、

(i)捉護学校義務制完全実施を新しい一歩とする障

害児教育機関の民主的整備 ・充実、及び(ii)科学的

霞 If児教育創造の基礎を築きはじめることをとり

わけ「1970年代の到逹目栖」として捉示し、あわ

せて節害児の義粘教育推進上必要な行政施策や関

辿部i"]の整備を相当具体的な形で示していた。し

かし、）月知のように 「即害児教育推進上の基本的

課超」は報告害提出匝後の1978年4)]に1{J政が変

わったために実現の述びには至っていない。従っ

て、産護学校と「地域」の関係についても、即推

協報告に添って今日の節害児教育の到達点を吟味

し、問題点と課題とを再度1リ）らかにし18す作業が

求められている。

節推協報告は、「障害児教育推進上の」＆本的課

題」と頗した第2姦 (22頁）の中で半分を越える

12頁をあてて「障害児教育諸機関の性格と任務」

について述べている。その中で、「地域」との関

係について、即害児教育諸学校は「即害児教育の

専門機関であり、地域における社会資源とし位凶
6) 

づけられる」との考えを示している。 具体的には、

「府下及び各地域において、障害児の教育 ・保育

について、 更には 、 障害児者及びその家族 • 関係

者の諸権利を守り発展させるうえで必要な実践 ．

研究 ・運動を自らの課超として共に推進するため

に必要な指導性と奉仕性をもつところのまさに地

域におkげる権利を守る砦としての性格と買務をも
つ機関」として障害児教育諸学校を位個づけてい

る。

これを受けて、第3章「障害児の義務教育推進

上必要な行政施策」の第2節「即害児教育諸機関

の条件撒備に閲する課題」においては、「地域の

社会沢］瓜として必要な諸条件の製備・充実、改善

を図る」として次のような捉案が行われている。

「間害児教育諸学校が地域の即害者の教育保

即、発達保節のセンタ ーと して果たすべき頁務

は大きい。したがって、地域に根づいた学校と

して実践 ・研究述動の上で豊かな奉仕性を具備

する必要がある。その際、医旅 ・福祉等の諸機

関それぞれと述術しながら、共に地域住民に奉

仕する機関としての役割り をもつことはいうま

でもない。したがって、将来、自治体を単位と

した保健、区僚、福祉各分野からなり、それら

の機能を総合的に発川（するための委且会づくり

をすすめると共に、その委以会とも捉拙して、

地域の節害児者やその家族関係者、さらに住民

が社会臼源としての学校の機能を十分利JIjでき

る条件を抱える必要がある。 （中略）この点は、

地域の条件によって内容は異なるので、教職只
7) 

や、 地域関係行の民•F．的な村議が必要である。」

即推協は、梵護学校教育義務化以降の節害児教

育の展望を、即害児教育諸機関の分断的関係にお

いて把えるのではなく 、協カ ・共同の関係を築き、

総合的挫備を進める方111]で示した。そのII1で、他

の機関とは相対的に区分される節害児教育諸学校

の性格、ii拐及び「地域」との関係を展開してい

る。

しかし、報告書のIIIで「地域」という月｝i梧に対

するIリJ確な説明はなされていない。本論で引用 し

た短い文J~'tの巾においてさえ、「府下及び各地域」

であるとか、「各自治体を単位とした」という言

巣が使川されていると ころからみて、「地域」は

「府」又は「各自治体」そのものではないと推察

される。「地域」概念は行政単位としての府や市

町村に単純に代凶しえない豊かな意味を内包して

いるともいえるが、逆にいえば極めて曖昧である

ともいえる。

これは、与謝の海迷殺学校の「学校宜言」にお

いても同様に指摘しうる。例えば、「地域ぐるみ

の十余年間の述動」といった場合には、辿動母体
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与ポの海究設学校（昭44)
悶紐天設学校（昭5i)

’"紐梵護学校．It吸分校（昭55)

n・ ・聾学校斑珀分校（昭27)

阪）1-ji丹梵護学校（昭59)予定

丹波資護学校（昭53)

丹波笈殺学校出岡分校（昭55)

南山城菱護学校（昭56)

Fig. 1 京都府立盲 ．聾・ 養fl学校の配置状況

注 1)京都府教育委只会： r点都府の閃X児教秤 第8f,I.! j I 1981)に加・氏

与対の海尺護学校命

（凡等部別科 1969化

小 ・中学部 1970年）

10 jfj32町 11--t

桃山冗護学校 ⑮ 

分校（挑1l1学隅児のみ） 1972年

本校として開放

5 rfI l l町 lFJ 

i}Bl0)洵長獲学校俗

5 iii 21日）

{l) 1970~~1973年与対の海菱護学校開校 2i 1974~19ii年挑山尺護学校聞佼

Fig. 2 京郭府立精神渭弱賽謹学校の通学区域の変遷

注 1)⑮は寄宿舎併設，⑮9れ児硝福祉邸投併設
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鵡査報告 点都府における「没湯学校‘プロ ック」t/II忠と資過浮校の新たなir:th

‘jAの紺長畏7R ⑰ 
4,1, 13町

訓日が1ヱ汲護学校 符

(1978年）

戸］I：
131 1!17がI rJ枚五讚‘rn間りAm;,illカ・rnい讚^？R（几了陀）
乙5l均k"”'え必 1ヽ，hゅ・）99とめ間th

[5) 1⑱1 ~ j983年 1村山城笈護学佼011校
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Iillllが丘冗晟学R ⑬ 
(1979年）小学況 • 91咋
部で乙閃地区のらえ迎
れ児のうけとめ聞始
2 i「ii町

'Jillの冷憂畏1'!々 寄
4 iii 12町

(4) I'li0~1980年丹波笈護rn?..::fIl:Irをは人及びlhJIIがfi:X謹9rR
（小’9部 ・9197部）乙IJil地[U)1りえ遅れ児のう11とめ間始

丹波玉邊学校寄

• 三RI町は（阪）rIIl'l

孜護学校区該ヘ

I Tii SBJ 

2市 1町

憫 1984年～ （仮） rtI丹長さi学校間代



向日が丘投護学校

(1967年）

IO,fi 32町 1村

(Jl 1967~1977年 9句日が丘足護学校t；；］校

131 1981~ l韓3年南tl』岐養護学校OO校

丹波天護学佼

(1978年）

5 "'21町

IhlHが斤5渥学校命
5 iii IJ lllf I I、1

(21 l!li8~1980年丹波天護学校開校

丹波た畏学佼を

I II1 8町

向日が丘天護学校

•I ifj 2町

（仮） r/11'}王護牛佼

ll!lS.1年予定）

-t 1h 13町

(4.L198,1年～（仮）巾丹菱畏学校1J1J佼

Fig:3 京都府立肢体不自由賽11学校の通学区域の変遷
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であった ところの主に与謝・丹後地方の1市10lllJ 

（舞鶴市を含めれば2市10町）をさすと思われる。

これに対し、学校で受けとめている子どもたちの

居住市町村からみれば、開校当初は京都市を除く

府下10市32町 1村の全てが通学区域であり 、実

際には京都市の子どもも含まれていたので全府下

であった (Fig.2 -(1))。さらiこ学校の建設地の

近隣ということでいえば「地域」はせいぜい岩滝

町に宮津市を含めた程度をさすことになる。

ところで、障推協は獲護学校と「地域 」との関

係を重視し、養股学校の「地域配硲」を要請して

いた。 1983年度現在の京都府立盲 ・聾 ・養護学

校の配器状況をFig.1に示した。 京都府南部の病

弱淀護学校、中丹地方のちえ遅れ捉護学校がそれ

ぞれ分校開設及び 1984年度開設予定であるなど、

達成時期が遅らされてはいるものの、一応即推協

の示した捉護学校の「地域配誼」が進められてき

た。その結果、京都府立のちえ遅れ捉護学校及び

肢体不自由尭護学校の通学区域はFig.2、Fig.3

に示すように変わっている。

通学区域は、小 ・中学校の楊合であれば、 学校

教育法施行令第5条第2項の「当該市町村の設殴

する小学校又は中学校が2校以上ある場合」の就

学校の指定に先だって、その運用基準として教育

委員会の議決で設定される。小・中学校における

教育委員会の通学区域の設定と学校指定は、教育

法学の分野では、国民 （子ども）の「教育を受け

る権利」を保障するための教育行政の条件幣備義

務の一環として理解される。即ら、「公立義務教

育学校の通学区は、過大学級を防ぎ教育の機会均
8) 

等を実現するために必須の方途である 」と解され

る。同時に、通学区域を設定する前提として、教

育諸条件の学校間格差の解消が教育行政に求めら

れている。

高等学校の場合、通学区域は、「地方教育行政

の組織及び運営に関する法律」第50条に基づいて、

都道府県教育委員会が教育委員会規則で定めるこ

とになっている。これは、本来、「高校の位置の

集中や偏り、学校差の増大、入試競争の激化、遠

距離通学の負担などの諸事情を緩和し、 もって高

9) 
校教育の機会均等を区lるため」であるとされる。

全県一学区が本条の趣旨に反することは文部省さ
10) 

え認めている 事項であり、小学区制が最も望ま

しいと言えよ う。

これらに対して、 盲・狂 ・養護学校は、都道府

県に設置義務があるが、 裔等学校のように教育委

員会規則で通学区域が定められるのではなく 、学

校教育法施行令第14条第2項の「当該都遥府県の

股饂する盲学校、喪学校又は菱護学校が2校以上

ある場合」の就学校の指定に関連して、小 ・中学

校と同様に一般的には教育委員会の購決事項と し

て処理されている。従って、養殿学校の通学区域

は法規命令として区両されたものではない形11も

存在している。

盲 ・聾 ．旋護学校の通学区城も、小・中 ・高等

学校と同様に「教育の機会均等」の観点から検討

されるべきである。しかし、障害児教育の場合に

は｀これに加えて、節推協の指摘するように、障

害児教育諸学校が「地域における権利を守る砦」、

「地域の障害児教育センタ ー」、「地域の民主的

な社会資源」とな りうるよ うな通学区域の設定の

され方が要請される。障害児教育諸学校の通学区

域は、単に当該学校に就学する者の利益からのみ

設定されるのではな く、節害児学級や通常の学級

に学ぶ者の利益をも考園に入れる必要がある。換

言すれば、節害児教育諸学校の通学区域は、権利

としての障害児教育を創造し、広め、根づかせて

いくとともに、教育、医療及び福祉に関わる諸々の社

会狂源を有機的に連挑づけて活用し、 障害児の諸

権利を総合的に保障し、ひいては学校卒業後にお

ける就労 • 生活保節など、 障害者の社会参加を全

面的に推し進めていく 1つの単位として構想され

なければならない。これが「障害児教育諸学校プ

ロック 」構想12もある。

プロックには、「盲学校プロック」 、「聾学校

ブロック 」、 「養護学校プロック 」が童なりをも

ちつつ想定される。京都府の養護学校の場合、父

母、教職貝、住民等の参加する養護学校建設運動

を背景として「地域配骰」が進展してきた経過か

ら、今日、ちえ遅れ及び肢体不自由校の通学区域
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は建設運動を進めてきた「地域」とおおよその重

なりをみせる所にまで至っている。京部府では、

ちえ遅れ及び肢体不自由養護学校の現在の通学区

域を仮の「養護学校プロック」に設定し、その上

で、各校の通学距離や教育諸条件、養護学校一節

害児学級ー通常の学級の連挑、諸社会資源の配骰

状況などを吟味しながら、あるべき「淀護学校フ・

ロック」の検討作業に着手すべき時期にきている。

ll 「養護学校プロック」構想を要請する

障害児教育の実態

1. 「話しことば獲得の課題」をもつ児童の

障害児学級への入級

京都府即害児教育研究会（以下、府即研）は、

1980年度に府立錠護学校及び京都市を除く府下

の障害児学級に入学 ・入級した小学部（校） 1年
13) 

生について調査を行っている。 1980年5月l口

現在、京都府下の公立小学校は279校、ちえ遅れ

及び情緒障害児学級設囲校はその内118校であり、

新 1年生が在籍したのは53校（学級設惜校の44.9

%)、 60学級で、計87人であった。

同課西では、担任教師の記載から子どもの発達

段階を推定し、話しことば、井きことは＇という主

要な交通手段の獲得に焦点をあてて 4つの発逹レ

ペルに分類している。即ち、レペル ［は、哺語の

十分な蓄栢の上に話しことばの獲得をめざす段階

（通常の発逹年齢に換箕して、0;10~1;6)、レ

ペルIlは、話しことはを豊かにする段階(1;6~

5; 6)、レペル9は、話しことばの充実の上に占

きことばの獲得をめざす段階(5; 6~9 ; 0 or 10 

; O)、レペルNは害きことばを豊かにする段階（

9; 0 or 10; 0以上）である。

それによると、 調査しえた新1年生86人の内、

レペル 1が11人 (12.8%)、レペルIが63人 (73.

3%)、レペル＇が 12人(14.0%)であった。新1

年生の 1割強が、哺語の十分な菩積の上に話しこ

とばの獲得をめざす段階にあったのである。同様
14) 

の傾向は、京都府教育委貝会の調査 にも現われ

ている。京都府教育委員会は、 京都市を除く府下

公立小 ・中学校の障害児学級（ちえ遅れ及び情緒

障害）在笥児箪 • 生徒の発達の状況を、「 A. ，活

しことばも、i1fきことばも獲術していない発達の

段階」 、「 B．話しことばは獲紺しているが、，9

きことばはまた獲得していない発達の段階」 、 「

c.話しことばも害きことはも共に獲得し、更にその
巾身を豊かにふくらませていくことを課題とする瑚階」、

の3つのめやすで調査を毎年度行っている。 ］980

年度は、Aの段階の児煎が86人（小学校閃四児

学級在籍児童数773人の11.1%)、 Aの段階の生

徒が11人（巾学校即害児学級在籍生徒数460人の

2.4 %)存在しており、「話しことばも、 1ltきこと

ばも獲得していない発逹の段階」が小学校で約1
15) 

割を占めていた。これらのことから、特に小学校

の障害児学級が「話しことは獲紺の課題」をもつ

児窟に対して適切な教育課程を準備し、実践を展

開する必要のあることがわかる。

ところが、府即研の調究は、即害児学級が「，活

しことば獲得の課超」をもつ児箪を受けとめて十

分な教育実践を展開する上で教育条件的に厳しい

制約を有している現状を同時に明らかにした。即

ら、調査しえた新 1年生の在笥する60学級の平均

在籍児窟数は5.5人であり、府即研が 1980年度に

行った調査で京都府下の小学校教師が「ちょうど

よい」ととらえた学級人数5.2人とはぼ一致してい

たが、一学級を構成する児笙の発達レペルのパラ

ツキが大きく対応が難しいということである。既

述の4つのレペルでみた楊合、 1つのレペルで構

成された学級は 4学級（6.7%)平均在籍児菫数4.

0人、2つのレペルで構成された学級は23学級（

38.3 %) 5.0人、 3つのレペルで構成された学級

は26学級（43.3%) 5.6人、 4つのレペルで構成

された学級は 7学級 (11.7%)7.l人であった。

3つ以上のレペルのパラッキをもって構成されて

いた学級は実に33学級（55.0%)と過半数を越え

ており、当然のことながらパラッキの大きい学級

は平均在籍児箪数も多くなっていた。

このような即害児学級の抱える困誹を解決する

ためには、教職貝定数の改善をはじめ、小学校で

6学年に渡って編成している実態を改めて例えば

2以下の学年で即害児学級を編成すること、児窟
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Table. 1 京都府下小・中学校障害児（ちえお くれ及び情緒隣害）学級の在籍児童 • 生徒数の推移

小 2 I小 3I小 4 I小 5I小 6 II中 中 2I中 3

注1)京都府教育委貝会；「公立学校基本数調査J(l 971年度版～1982年度版）より作成, 1970年度以前は「特殊

学級在籍児箪 • 生徒数」が学年別に示されていないため除外した。

2) 斜軸に統計年度を示し ， 横軸に各年度小学校 1 年生就学者の学年進行による推移を示した。 在笥児窟 • 生徒数

いモ三コ→学年進行による在籍児童 • 生徒の増減数W(0印は増加，いよ減少）

3 ) 平均欄の内， 左下欄は ］ 971~1982年度の 12年度の平均在箱児箪 • 生徒数を示し ， 右上欄は各 ］ 1年脚の学年

進行による在籍児童 • 生徒の増減数の平均を示した。
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• 生徒の発達の状況や学級構成上のばらつきに応

じて必要な教職貝加配を行うことなどのとりくみ

が必要であろう。加えて、「 節岩児教育の専門機

関」たる障害児教育諸学校との連携を築く中で解

決策を探る必要がある。特に、適正就学保即、教

育課程の確立、機能訓練 ・言語訓練等の訓練機会

の保節、より専門的な教育相談の実施などは阻害

児教育諸学校の協力が要請されるところである。

2. 障害児学級への「1-2年時多入級現象」

京都府下小 ・中学校のちえ遅れ及び情緒障害児

学級の在籍児箪 • 生徒数の推移を入学年度別に学

年進行でTable1に示した。これをみると、小学

校で1年生の5月1日以降2年生の5月1日まで

に途中入級してくるケースが極めて多いこ とがわ

かる。

増加人数であり、

この11年間で、 27~ 63人、平均41人の

1年間で 1.4~2.6倍の増加率で

あった。同様の傾向が中学校にも認められ、

11年問で、中学校1年生から 2年生に進級する閻

に14~34人、平均22人増加していた。これらは、

狸護学校教育義務化以前から存在し、就学時健診

が早められ適就活動が位骰づけ碩された義務化以

この
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Fig. 5 1~2年時多入級填象

後も解消していない現象である。

時多入級現象」は、 l"ig.4及びPig.5でより容易

に理解しうる。

では、途巾入級してくる児箪 • 生徒の実1誤はと'

のようなものであろうか。

この「 1-2年

これを詳しく調杏する

ことは今後の課題であるが、府即研の「1981年度

京都府下における義務教育就学 2年目児窟の実限

調査 (1980年度義務教育就学1年目児窟の追跡濶
16) 

査を含む）」によって1980年5月1日1年生から

1981年5月1日2年生の間の途中入級児窟につい

ては概要を知ることができる。

Fig.61こ示すように、1980年度87人から1981

年度120人へと数字上の単純計打では33人増加し、

特に中丹教育局、丹後教育局、与謝教育局管内が

増加率が高い。 Fig.7は同時期の府立妾護学校の

在第児堂数の推移を示しているが、即害児学級か

ら捉護学校への転校も存在することから、実数を

把握することが重要であることがわかる。府熙研

の調査は、 1980年度の87人の内、 疫護学校へ転

校が4人、通幣の学級へ措四変更が2人、他府県

へ転居が3人、理由不明2人の計11人が節宙児学

級から途中転出していた。従って、途中入級の実

数は与謝教育局4人、丹後教育局 6人、中丹教育

局11人、南丹教育局4人、乙訓教育局7人、山城

教育局12人の計44人で、2年生120人の実に36.7

％を占めていた。この間、病弱の舞紐淀護学校を

除く府立渡護学校では、他県への転居が1人存在し
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Fig. 6 

京都府下 （京都市を除く）小学校ちえおくれ・ 情緒障害学級に在籍する

1980年度 1年生． 1981年度2年生． 1982年度3年生児重数の推移

注1)京都府教育委貝会； r公立学校基本数潤査」（各年度）より作成。
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Fig. 7 京郡府立費11学校小学部に在籟する1980年度 I年生、

1981年度2年生、 1982年度3年生児重数の推移

たかわりに、即害児学級から 4人、京都市内にあ

る私立淀護学校から 1人の計 5人が転入した。淀

護学校への措四変更よりも即害児学級への途中入

級の方が圧倒的に多く 、諒害児学級途中入級児笛

は他県及び京都市から転校の3人を除く 41人全貝

が府下小学校の通常の学級からの措囲変更であっ

た。

ところで、府障研の淵査で主即害の判明した途

中入級児窟41人の内、 36人(87.8%)がちえ遅れ

又は学力の遅れと記入されていた。また、発逹レ

ペルの推定しえた37人の内、 19人(51.4%)がレ

ペルnであ り、 半数以上が1りきことは＇の獲得を課
題としつつ途中入級してくることを示していた。

しかし、中には発逹レペル1で通常の学級に入級

し、 1年生の6月に措四変更したケースも 1件あ

った。残りの17人はレペルIであり、大部分が「

発達の遅れ」「普通学級でついていけない」 とい

ー ，9｝ 9 -



Table. 2 京都府立養護学校（ちえ遅れ、肢体不自由）在籍児童 • 生徒数の推移

注1)京都府教育委貝会；r公立学校基本数調i'f」（各年度）．［り作成
2)向日が丘養護学校； ①＠  1967年度より閲設．illI 969年度より学年進行で開私~ 肢体不自由児対象として開校しにが、 1978年度1こ⑭が、

1979年度にはR・Rが乙訊1地区のらえ遅れ児のうけとめを開始しf→

3)与対の海養護学校；cc1970年度より開始。＠ 1969年度より学年追行（但し．1969年度のみ別科で． 1970年度より本科）で開設。

らえ遅れ児が主対象。

4 ) 桃山蓑護学校 ； 1972~1973年度 は与~jの海養護学校桃山分校として桃IlJ学園児が対象． 1974年度1C本佼として閲佼。q.])(D197:!年度

より関此＠1974年度より学年進行で開設。 1979~1981年度に国立南京屈射院（しらうめ討棟）児訪問教育。

5)丹波養護学校；illcR1978年度より開設。肢体不自由児・らえ遅れ児対象。

6 ) 丹波養護学校亀岡分校； 00 1 980年度より開設。 頂症心身ぽ苔児施設花ノ木学園児対~ ( クローズドシステム） 。

7 ) 霙紐養寄絃北吸分校：む油 1 980年度より開設。肢体不自由児施設費鶴子と•も拉育センター児対象 （ クローズドシステム） 。

8) 南山城養護学校 ： 00~ 1981年度より開設。肢体不自出児．らえ遅れ児対象 1982年度に国立南京都内院（しらうめ病棟）児訪問教

育及び城高分教室（国立南京都病院入院児小学部6人）が開始。 1983年度IC両者をあわせて域陽分校が開設。

9)霊鶴養護学校(1979年度0沿”'設）は病弱養護学校のにめ除いた。
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Table. 3 与謝の海養護学校在籍児童•生徒数の推移

Iヽ） I小 2|IJヽ 3I小 4 I小 5I小 6II中 11* 2 1,1~ 311高 1I麻 2I高 3

、の

60

1
9
¥な
‘

注1)京都府教育委員会；r公立学校基本数調査」（各年度）及び京都府立与謝の海養護学校；r学校案内」 (19
74~1981年度）r学校要覧」(1982年度）より作成
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Table. 4 向日が丘養護学校在籍児童•生徒数の推移

学 lJ ヽ 4 ヽ2
 
4 ‘ 3
 
4 ヽ4
 
小 5
 
小 6
 
中 ー 中 2

 
中 3
 
高 高 2

 
裔 3
 

注1)京都府教育委貝会； 「公立学校華本数調査J(各年度）より作成

-4 2 -



籾査報告 5(tl11(、fにおけるr1洛，i伶祁校プu.,ク」碍忠と,Jf,;i学校の新たな任務

Table. 5 桃山養護学校在籍児童•生徒数の推移

坪 I・Iヽ 1I小 2|小 3I小 4I小 5I小 6II中 1I中 2I s:1, 3 I高 lI高 2I高 3

注1)京都府教育委只会； 「公立学校基本数涸杏』（各年度 ）及び京都府立桃tlけを護学校； 「学校要覧』（各年度）

より作成

う理由から途中入級していた。従って、途中入級

は、(i)就学前より障害児学校が望ましいと判断し

ながら小学校1年生の経過観察期間を経て 1-2

年時に入級してくるケース、及び(Ii)通常の学級で

の授業の中ではじめて通常の学級では困難である

ことが判明して 1-2年時に入級するケースの主

に2つ存在すると思われる。 しかし前者のケース

にあっても、当初から親の合心の下でよりふさわ

しい就学先を探す経過似察期間として小学校1年

生の1年,mを位1nづけるのではなく 、結果的に経

過観察期1M1に終わってしまったというのが実隈と

いえる。また、小学校1年生で即害児学級に籍を

-. l 3 -



置かぬことを通例とする丹後教育局管内の途中入

級6人の内3人(50.0%)が保小連絡会及び町適就

の中で入級の手続を進めていたのに対して、残り

の管内では入級の手続に記入のあった30人中 23

人 (76.7%)が担任、校内適就などの校内の独自努

力にまかせられており、市町村適正就学指弓委員

会が責任をもってアフターケアーするまでには至

っていない。

目的 ・意識的経過観察の必要な児蛮に関してさ

え就学時適就が終わると一切のとりくみが現場に

放置され、押しつけられる状況に対して、「養護

学校プロック」内の連携を充実する中で解決策を

検討する必要があろう。

3. 養護学校への「高等部進学時多転入現象」

ちえ遅れ及び肢体不自由の府立捉護学校の在籍

麟 • 生徒数の推移を入学年度別に学年進行で、

Table 2に示した。養護学校の合計でみた場合、

小 ・中学部の間の進級 ・進学につれて転入してく

る人数が近年増している。特に、中学部進学時に

多く 、この 15年間で2~30人平均 11.2人増加

在

籍
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Fig. 8京邪府立賽護学校（ちえ遅れ、肢体不自由）在籍児重・

生徒数の推移（学部別）

している。しかし、全体として即む児学級ほど増

加してはいない。従護学校で特徴的なのは恥等部

進学時の転人者の多さである。即ら、この 14年1/il

で、12~66人、平均40.5人の増加人数であった。

Pi g . 8 の学部別の在籍児窟 • 生徒数の推移からも

朋らかなように、旋護学校高等部の拡充はめざま

しい。
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桃山養謹学校 1974年度小学部 1~6年生の学年進行別児重 ・

生徒数の増減く高等部遍学時・多転入現象〉

「高等部進学時多転人現象」を 3つの産護学校

についてみたのがTable3,4, 5及びFig.9, 10, 

11である。 向日が丘淀護学校は丹波捉護学校及

び南山城産護学校の新設に伴って肢体不自由生徒

が転出した経過から「扁等部進学時多転入現象」

のみられない年もあるが、桃山捉護学校及び与謝

の海養護学校は同現象が毎年顕著に認められる。
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調査報告

Fig.12, 13, 14に示してあるように、桃山捉

護学校及び与謝の海養護学校では高等部生徒数が

小学部 ・中学部在籍者を上まわっている。

京都府の養獲学校高等部は、 養護学校中学部卒

業生のみならず、各通学区域内の中学校を卒業し

た障害者に後期中等教育を保障する軍要な役割を

果たしている。中学校障害児学級卒業生で捉護学

また、
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求都府における＇f£,9//i学校プロ ・ヽ／ク」構想と養殴｝i校の新たな任務

校高等部へ進学した者は、進学年度でそれぞれ1

976年度25人（卒業生実人数の18.1%)、1977年

度27人(19.9%)、1978年度48人(30.8%)、

79年度35人(23.6%)、1980年度50人(28.9%)、

1981年度54人(33.5%)、1982年度41人(29.9%)
17) 

であった。J978年度以降、 捉護学校高等部が中

学校加害児学級卒業生の約3分の］を受けとめて

19 

いる。

「淀護学校プロック 」内で、住護学校と小 ・中

学校の連挑を義務教育段階から築いておくことに

よって、進級進学時の指囲変史及び巾学校卒業後

の進路保~/~にみとおしと確侶を持ってとりくむこ

とがより 容易になるであるう。
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杭山賽護学校在籍児重•生徒数の推移（学部 ・ 訪問教育別）

注 I)J氾糾9孜n安只会 ；「公立学校米本孜磁ft.I（各年11l'.）及び
求昴が1立桃IIJ菱護学校：r字校赳覧」（名年度）により作成。
各年度とI,5 Iい日現在。
2) 1972 -1973年度は．京厄府立与3！の海資護学佼仇山分校と
して知l.I学陸児のみを受けとめていに。
3) l!i笞部は 197~ 年度から学年退行で没U。

4) 1979-1981年度に1嘉山笑護学校＂であっに［日立祖天所南京
祁店院（爪症心身閃也児店棟）の「しらうめりjflu部」の児沢 ・
生徒は含めていない。

5)合計人数の（）内，下殴一学園児合計人孜・上段ー学園児外合
！り人政。

, ~ 

Fig. 13 
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向日が丘養護学校在籟児重•生徒数の推移（学部別）
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障害児教育諸機関の動態的関係

就学時において、通常の学級、節害児学級、従

護学校のいずれを選ぶかが適正就学と把えられる

向きもあるが、入学から後期中等教育保熙までを

みとおす中で適正就学保障を吟味することが狙要

4
 

である。

府障研は、 1980年度調査において、 1980年

度入学1年生の発逹段階を田中昌人らのいう「可

逆操作の高次化における階胸一段階理論」に即し
18) 

て推定している。推定しえた障害児学級68人、産

護学校41人（内訪問教育8人）について推定発達

段階を賂理してみると、節害児学級は「 1次元形

疇」以前に弱さを残していると推定された児箪

が存在したものの一応全貝が「次元可逆操作獲得

の階層」内にあったのに対し、 養護学校は微笑の

獲得及び哺語の獲得をコミュニケーションの確立

において課題とすべき「回転可逆操作獲得の階J性」

(5人、12.2%)及び「連結可逆操作獲得の階屑」

(6人、 14.6%)の児箪が在籍していた。指護学校

の新1年生の約4分の 1が「次元可逆操作獲得の

階庖」以前の障害の最韮度といわれる子どもたら

であり、しかもその内の 7人 (11人の63.6%)が

訪問教育であった。

今日までの我が国の学校教育において、通常の

学級は一般的にいって発逹年齢6歳以上に対応し

た教育課程を用怠したので十分であった。

対して、府即研の調査から明らかなように、今日、
19) 

養護学校は発逹年齢0歳からの教育課程 を、即

これに

害児学級は発逹年齢 1歳前後からの教育課程をも

つ必要に迫られている。明確なものではないが、

ある程度の教育課程上の分担が蹄害児教育諸機関

に存在している。しかし、すでに述べたように、

話しことば獲得から杏きことば充実までの課超の

ばらつきをもった学習集団を一人担任で指尊しな

ければならない障害児学級の抱える困難は想像に

余るものがある。各「養護学校ブロック 」内での

障害児教育諸機関の教育課程上の連携と分担を具

体的に吟味する必要がある。

19 78年度における府下市町村適正

就学指導委員会の相談活動総件数 1.'128件の内、

ところで、

靡＆児学級の入級に関する相談 ・指専が437件、

百・喪 ．捉護学校小学部への就学指専が95件と報
20) 

告されている。出し、この報告の数倣は就学予定

また実件数なの

同年度の府下市町村

における適正就学指芍と就学の状況について府即

研が部分的に濶究したものである。その内、船井、

化岡、宇治を除いた区域について、就学指導先と

実際の就学先の相迎をFig.15に示した。

1978年度の適就を経ての 1979年度の実際の

就学状況は、ちえ遅れ及び肢（本不自由の府立梵護

学校に87人、ちえ遅れ及び情緒熙害児学級が 73

児のみを対象としたものなのか、

か不明である。 '1‘able 6は、

人であった。それらについてFig.16に学年進行での

児窟数の推移を示したが、1979年度を100として、

産護学校は 107、113、116と増加し、即害児学級

は181,205, 222と増加していた。同様の推移を、

1973年度及び1971年度入学児についてFig.16、

2年度とも類似したバターンをFig 17に示した。
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紐査報告 京都府における「旋護学校プロ ック」構愁と養護学校の新たな任務
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を起点に学年進行でみた京都府下1Jヽ・中学校陣害児学級（ちえ

遅れ、情緒陣害）及び府立養護学校（ちえ遅れ、肢体不自由）在

籟児童•生徒数の推移

i | , 73 l77 
ふ

悶万児 719(A.I 

描いており、 1979年度入学児の措置変更の推移を

予測させるに十分である。

このよ うな措樅変更による児童 •生徒数の増減

パターンを各「養護学校プロック」ととに把握し、

その原因や問題点を解明する必要があろう。 障害

児教育諸機関の動態的関係の分析は、障害児教育

諸機関相互の連拙と分担を確立する上で不可欠の

作業である。

その作業を進めるにあたって、障害児一人ひと

りの成長 • 発達を追跡し、義務教育 9 年間、 ひい

ては後期中等教育を含む12年間の記録を整理する

ことが要請される。 京都府教育委員会の調査で、

府下の小学校障害児学級（ちえ遅れ、情緒障害）

在籍児童の約1削が「 A. 話しことばも、 書きと

とばも獲得していない発達の段階」であったこと

は既に述べたが、中学校障害児学級在籍生徒で同

段階の者は同年度間でわずかに1.0~2.4％存在し
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Fig. 17 1971年度小学校（部） 1年生を起点に学年進行でみた京都府下
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校（ちえ遅れ、 肢体不自由）在籍児重 • 生徒数の推移
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15) 
ていたに過ぎなかった。一方、中学校の「C．話

しことばも害きことばも共に獲得し、更にその中

身を豊かにふくらませていくことを課頗とする段

階」は、1980年度で 410人(89.1%)、1981年度

で440人(92.2%)にさえ上がっている。これは、

年度による就学者の発逹の状況の相違なのか、就

学時にはAの段階の者が教育を受ける中でAの段

階を抜け、Bの段階、Cの段階に逹したのか、ま

たは、Aの段階の者は養護学校に転校し、Cの段

階の途中入級者が増加したのか、実態は未解明で

あるといえる。

III 「養護学校プロック」構想における

養護学校の任務

I. 「養護学校プロック」の仮設定

まず、「養護学校プロック」を現行の通学区域

けうる。しかし、立地条件及び施設条件から桃1.l.J

疫護学校が肢体不自由児校となるみとおしは少な

い。従って、宇治市、久御山町、八幡市は、）技体

不自由児を受けとめる向日が丘産護学校とちえ遅

れ児を受けとめる桃山掟護学校が辿拙しながら、

他の即害児教育諸機閣との関係を創っていく必要

があり、「向日が丘 ・桃山プロック」とした。

第2は、城賜市、綴俎郡及び相楽郡の、JI・ 1市9

町 ］村で構成される「南山城渡護学校プロック」

（以下、「南山城プロック」）である。

第3は、也岡市、船井郡及び北桑田郡の計1市

8町で構成される「丹波栄護学校プロック」（以

下、「丹波プロック」）である。

第4は、］984年度から開設が予定されている

巾丹養護学校の通学区域で、福知山市、 綾部1II、

加佐郡、天田郡の計2市3町によって構成される

を手がかりにして仮に設定する。南部から設定す 「中丹旋護学校プロック」（以下、「中丹プロッ

ると、第1は、向日市、長岡京市、大山崎町、宇 ク」）である。

治市、久御山町、八稲市の4市2町で構成される 第5は、「中丹プロック」を除いた舞鉛市、宮

「向日が丘 ・桃山妾護学校プロック」（以下、「向 津市、与謝郡、熊野郡、中郡、竹野郡の2市10町

日が丘 ・桃山プロック」）である。これは、はじ で構成される「与謝の海産護学校プロック」（以

めの2市1町の「向日が丘産護学校プロック」と 下、「与謝の海プロック」）である。与謝の洵捉護学

後の2市1町の「桃山妥護学校プロック」にも分 校はちえ遅れを伴わない肢体不自由児を受けとめ

Table. 7. 「養護学校プロック」別の諸項目の水準比較

口
歪護学校規桟 通学保m l!¥80.10.1現在 虻字1Fl保m

®在籍児堂 • 生徒数二 面 R
スクー』レ 寄ti合 市町 H LLT舟数人 n 保＃ 幼梢
バス路 (Jal) 

（世惰） （人） 所致隔孜小学部 IP字慈店等部 綿の数の行焦

与均の泊 76 46 102 Iパ ・1 Cヽ 2市10町 1.181..1 6.';.859 231.505 61 8 

巾 丹I/ ／／  I/ I/ I/ (X) I 2,h 3町 901.3 37,151 12.l．虹5 18 17 
丹 改 36 21 68 |ゾ 3 

゜
, | 1,II 8町 1.3訟．6 36.3” 131.61fi 25 l •1 

向日が丘 70 4 1 57 l芦 -1 

゜. ........... l1f1 2日I 1祁.1 Jl:I.578 37"2.Z.19 38 21 

捻 •山・13 53 97 |/ 3 箔設
巾山域 112 18 35 |ジ 3 X 

I 1fi9町 •113.9 51.67,1 191.9-10 34 11 
I H 

注 l)菱護学校規換は、Jj情Cff/教訂委貝会； r1982年度公立学校基人数温氏」（1962.5. 1現在）、 1982, le.よる。

2)通学保芦のスクールパス路線数は 1983年度現在。（ ）は見込み。

3)面相屯「与討」には、阿 iヽ泊J(5.0は）を含む。

4)世帝数 ・人口は．京郡が1衛生部 ；「昭in55年 衛生紐Jt年報 (m31if)」、 1982,JC.tる。
5)保百所政は、京昴府福祉部；「昭和57年度如祉邸l"朽概咲」、 1982．による。

6)幼推竪数、小学校改、中学校政には、分園、分校を含めており．ttl)の文臥による。

汲伶敦打

小字巾学

校牧佼致

92 28 

12 17 

5 •9 16 

51 19 

17 l 6 

成mt四咋
小7R II咤佼 (;¥)+.I、ll

児R数 Itu・数

20ヽI ! •1 9 (577) 

IOI 7•I (I i5) 

69 | ,;2 131 

298 129 ;IJ8 

163 77 105 

7)④⑲は、各プロフク内の資夏学校とmw児ぐれ級（らえ遅れ．t行柘閃;!I)に在Hする町り児"'.！！：乱数を込昧している。 （ ）い、 I 98•1 !日1l.1こ人さ

く変化することを示す。
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'jAInnu 
(I,t, •I IJ) 

I II坂ftffl J 
(3,9i l()町1il) 

化!.¥Ill牧fflJ
(2111J) 

Fig. 10 敦青局別管轄市町村 (7区分）

＂氾 児̂ ffl‘"‘’(2,f, JO員））

小火児）nhlヽ長9"
(611i 191JI H) 

Fig.20 児重相談所別管轄市町村 (3区分）

褐9f保健所 (4町）
(1983年度より峰Iii保健所に庄合され庚Jt)

宮淳保観所（いlj4町）

Fig. 19 保健所別管轄市町村（府下12区分）

l) 1981年12J-ll日現在
2) iiぱ都府衛't部 ．r附和55年衛生統i1年報 第3111J (1982)より

絹山点5：：＇Jllld(6町）

llJ岡I［福祉ri＃祐I計

宮fR池“紺輿td(•I 町）

宮れdi福祉1J15ボ

,hl[l 9fi以祉'1lf~‘

向U•n$JJ氏輿U
(I町）

9:j9泊池／jN飩l,l(llf)

注l)京都府禍祉部： r福祉部{li拐概油 昭和57年度」より作成 Fig.21 

2)斜線部の10市はそれぞれ家庭児爪相談寂を開股している 地方振興局民生諜(9ケ所）及び揖祉事務所(10ケ所）の管轄市町村 (19区分）

注I)1982年度現在
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Fig.23 1983年度京教組支部障教部プロック体制 (8プロック）

注 1)京枚糾閃む児教育部常任委貝会 ；「第 6回総会議案苔J(1983)より作成

Fig.22 I 982年度京教組支部陣教部プロック体制 (6プロ ック）

注 1)京教糾閃む児教行部常任委は会； r第 5回総会議案tt」(1982)より作成。
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対象から外しているが、その大部分が舞紐市にあ

る府立こども療育センターに人院して舞紐捉護学

校北股分校（小 ・中学部）に籍をf凶いている。従

って、裔等部段階では中丹程護学校との連りりが必

要であるが、義務教育段階では「向日が丘 ・桃山

プロック 」のように「与謝の海プロック」と 「中丹

プロック 」とを合わせなくとも対応が可能である

と考えられる。

ところで現行の捉護学校の通学区域は、新設予

定淀護学校の開設準備室、既設旋椴学校、京都府

教育委員会事務局等の間で在笥予定児窟 • 生徒数、

人口動態、交通の便等を調究の上で協謡されたも

のであり、問題点も多い。例えば、八幡市を南山

城旋護学校に、舞節市を巾丹捉護学校に加lpはさせ

るかどうかという論議もある。これらは、過密解

泊、対象児窟 • 生徒の確保、通学時1/ll短縮など桶

々のBurIIを背浜としており、解答が直らに1りられ

るというものではない。しかし、ピからとし‘って

よりよい通学区域を設走するための議論が関係者

のすぺてに枡lかれた形で行われなくともよいとい

うものではない。

Table 7に、「従護学校プロック」別の区域而

梢、世帯数 人口などの賭水部を示しに。まに、
21) 

Fig.18に教育局別の、li'ig.19に保健所 別の、
22) 

Fig.20に児童相談所別の、Fig.21に紺祉’lf務所

（地方振典局民生課）別の管帖 ・担当市町村を示

した。

例えば、「 向曰が丘 ・桃山プロッ ク」は、区域

面梢が138.1k1flと プロッ ク内で最小であるが、1且

僣数は 11万批帯を越え、人口は37万人余 りにま

で逹している。教育局は乙訓教育局と 山城教育局

の 2局に渡る。そ して、 2捉護学校、 3保（紐所、

1児窟相談所 ・4家庭児箪相談産、4福祉IJ1務所

• 2地方振興局、38保育所、21幼稚園、51小学

校、19中学校などが相互に辿挑を結ぶ必要がある。

これに対して、「丹波プロック 」は、区域而梢

は5プロック内で最高の1362.6km (「 I司日が丘 ・

桃山プロック」の9.9倍）であるが、世船数はわず

かに3.6万世帯（同じく約3分の 1)。人口は13

万人余り（同じく約3分の 1)にしか過ぎない。

区域riii梢が 1]81.4品で「丹波プロ ック」 に近い

「与謝の洵プロック」は、世帯数 ・人口が「丹波

プロック」の約 2倍あり、連携を築くべき小学校、

中学校数も ］．7｛音に上る。

各プロックは種々の条件を異にしており 、障害

児教育諸機関の連携のあり方や諸社会賓源の活用

の仕方は、全府的に一般的に語られるのではなく、

各プロックととにその条件の迎いを踏まえた上で

極めて具体的に検討されなければならない問題で

あるといえる。

また、求都府教職貝組合即害児教育部は、1982

年度方針から文部即教部フ・ロック体制を採用して

いる。支部節教部プロックは、Fig.22に1982年

度のものを、 ドig.23に1983年度のものを示した。

このプロック体制の下で、社護学校（府立高等学

佼教職且糾合）との合同研究巣会、組合基礎講座、

如誤把肘などがとりくまれている。これはプロッ

ク制をとることが既に試みられている例として注

目されるが、「J.も護学校プロック」と区画が異な

っている1折もある。従って、仮に設定した 「蓑護

学佼プロック」の区両は、他に研究諸組織の区画

等を参照の上、吟味される余地を残したものであ

る。
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Fig. 25 1900年度京都府下（京都市を除く）養護学校 ・
陣害児学紐入学児重の就学前教育・保育・療育
の始期及び経験年数

注 1)■は在宅のまま就学を迎えた児窯（ 1人）
2)く 〉内は概打平均経験年数で単位・年

（渡部：「茂護学校義拐制実施後の問題と課題」
（「特殊教育学研究JVol.20,No.2)l982.) 
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後旗育教叫

宮tl！与謝坤方応害幼児朕育教宝
（幻人）

冥紐母子通隅祖育教哀
(20人）

船井郡母子通園疫百教疫
(20人）

京北＇）ハピリテーシ＂ン
センター (7人）

／しの木学隈通隅部
（勾人）

福知山母子疫育
(15人）

ー

5
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1

⑲ 

⑭乙訓ポニーの学
(60人）

◎八栢母子通所
目ll練教室 (18人）

◎ 久御山町母子教室(6人） I楽祖育教室(20人）

田辺町母子通所訓糾教出 (l0人）

Fig. 26 京都府下における心身障害児通園詫設及び通園事業の投置状況
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調査報告 ,;,、.n!il{.fにおiJる＇りも必学校プロック」構忠とがe,;§学校(/)沼i•たなfT:務

2. 養護学校への社会的要請と養護学校の

任務

1983年1月、完全失業率2.72％で、1953年以

来の調査史上最高値を記録し、 完全失業者数は 1

70万人を越えた。こう した中で、家庭や「地域」

での生活破懐が進行し、 家庭や「地域」のいわゆ

る教育力の低下が深刻化しているといわれている。

従って、養股学校はプロ ック内の障害児教育諸機

関と連携して「貧困化」の進行に抗する教育力の

創出に努めなければならない。即害児教育は、教

室内及び学校内のみに留まっては障害児の「教育

を受ける権利」を実質的に保即しえない状況にお

かれている。

(1) 就学前教育・保育 ・療育保障における要請

(i) 早期発見ー一早期対応

府障研の調査によれば、 1980年度に荏護学校

及び障害児学級に就学した 95人（調爺率64.2%) 

中、就学前になんらのとりくみも受けたことのな

かった者はわずかに 1人であり、98.9％がなんら
23) 

かの就学前のとりくみを受けていた。節害児の就

学前教育 ・保育 ・療育等の経験率は全国的にみて
2"1) 

も8割を越えている。しかし、すぺての即害乳幼

児に就学前のとりくみを保閃するまでには至って

t、なし‘o

義税教育段階における節害児の「教育を受ける

権利」の実四保即は、就学前教育の保節の上によ

り確実なものとなる。全日本特殊教育連盟の行っ

た1980年度人学時調森 251こよれば、就学前のと

りくみを受けた場合の就学猶予 • 免除率が 2.1% 

(123人）であるのに対して、在宅のまま学齢を

迎えた者の就学猶予 • 免除率は 8.9% (71人）と 4

倍にも達していた。また、府障研の調査でただ1

人在宅のまま学齢を迎えていた児箪は、 1980年

度に在宅訪問教育を受ける中で、3学期には通学

による全日教育（40/55日の出席）に移行する成

長をみせていた。この場合、就学前のとりくみが

保節されておれば、当初から全日教育が可能であ

ったろうと予測しえた。京都府下においては、1

983年度に施設内訪問教育が解消され、残された

在宅訪問も Pi g •24のように減少しつつある。

以上のように、「教育を受ける権利」を実質保

節の観点から把えると、悠法第26条は単に義務教

育保即を予定したものではなく、特に即害児の拗

合には就学前教育の保船を権利として請求しうる

ことを導くものであるといえる。府下でも、例え

ば長岡求市では、節・書の種類 ・程度を問わず原則

として 4歳以上の節害幼児をすべて市立保育所に

受け入れる体制が、1972年度から徐々に照備さ

れるに至っている。
2(j） 

その場合、就学前教育の始期が問われねばなら

ない。 J<'ig.25に1980年度京部府下従誰学校 ・

節害児学級入学児窺の就学前教育 ・保育 ・療育の

給期及び経験年数を示した。調否児箪の就学前の

とりくみの概箕平均経験年数は 2.4年であった。

つまり、1• 2歳台でとりくみを聞始したのはわず

かに6人に1人の15.8％であり、4人に］人の25.3%

は5歳台を待って 1年間のとりくみを受けていた

に過ぎなかった。早期僚育が韮要なCPグループ

においては 0 • 1歳台はなく、ようやく 2歳台以

降でとりくみが開始されていた。乳児期に即害が

発見しうるダウン症グ）レープでも 2歳台に 1人が

とりくみを淵始したのみであった。この点、例え

ばイギリスでは、教育行政が2歳以降の節害幼児

に対して適切な教育を保即する買務を有しており、

注目される。

応もれのない早期発見―ー早期対応システムの確

立が、「教育を受ける権利」の実烈保即をよ り確

実にするものとして要硝されている。

(ii) 通園事業との辿携

即1f幼児のための通閑施設をFig.26に示した

が、促護学校に幼椎部のない現在、心身即害児通

園Jf菜が就学前のとりくみにおいて果たすぺき専

門的機関としての役割は大きい。

先の府障研の調査で、就学前のとりくみを経験

した 94人の内、 通國施設等での通園事業のみの

経験者は4人 (4.3%)で、残りの90人 (95.7%) 

は幼稚園又は保育所経験を有していた。ところで、

この90人の内41人 (45.6%)が通園事業の経験

をもち、さらに31人 (34.4%)は 1~4年、平均

2.0年の間、幼稚園、保育所と通園事業との並行
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通園を行っていた。 3人に 1人という並行通園率

の高さは、通園ボ業の人り門的機能が幼椎園、保育

所で直ちに代替しうるものでないこと、及び就学

前のとりくみにおける専門的機関への父母の期待

の高さを示している。しかし、通固1I業が実際に

どれ程専門的機関として機能しているかは吟味を

要する点である。また、約半数の節害幼児が保育

所及び幼稚園のみの経験であるが、茄害児教育及

び療育の専門機関と述挑のない中でのとりくみは

検討されるべきであろう。

与謝の海掟護学佼では、幼椎部設t性を待ちきれ

ない親たちが、 1977年に、資護学校を会場にし

て「宮津 ・与謝地方郎害幼児研育教宛」を開設し
切）

た（月 1回で始まり、現在2In)。遂護学校は、

①学校の施設 ・設備の提供、②捉，fil1．illI練担当教

師の療育活動への参加、⑧ケースカンフ ァレンス

等の研究会 ・会議への教職且の参加、 ④講油会等

への講師派逍を行い、幼稚部を持たないII1でも就

学前のとりくみにせ／：門機関としての機能を捉供し

ている。現在、与謝の悔淀護学校の佼lメには、他

に福知山、舞紐、丹後の似育教宝がある。福知山、

丹後には既に教職貝を派逍するなどの関係が築か

れており、舞鉛との関係づくりも検討されている。

「船井郡母子通涸朕育教杢」は［遥外朕育と称し

て月 1回ではあるが丹波掟護学校を会場としたと

りくみを行っており、淀護学校の教職貝も固外療

育に参加している。

向日が丘捉護学校では、隣設して向日が丘療育

園を有し、療育固との連携を重視したとりくみが

行われている。

このように、淀護学校はプロック内の通園事業

に対して専門機閲としての機能を開放 ・捉供し、

通園事業そのものの専門的機能を狂める役割を果

たしている。

⑩ 幼椎部の開設

養護学校に幼稚部を関設することによって、捉

護学校は近隣の節害幼児を原接うけとめることが

できる。遠隔地に住む節害幼児は、保育所、幼椎

園でのうけとめを晶礎にした通園事菜への並行通

園を行い、月）回～2回、足淡学校で放育教室を

開くことによって、単に施設や教職貝の提供を越

えた、即害幼児の就学前教育、保育、療育実践の

相互交流が可能となる。養護学校に就学前担当の

専門教職員が配置されることにより、就学前諸機

関との連携はより緊密となろう。

的教育相談部の開設

通固事業以外の幼椎固、保育所等との関係は、

現在、保・幼 ・小連絡会や研究諸組織を通じて築

かれつつある。与謝の海旋護学校では、朕育教室

のケースカンファレンスにおいて、一人ひとりの

障害幼児について保健婦、児童相談所職貝、幼椎

園教師又は保育所保丹、療育教室職貝、従護学校

教職貝が一堂に会し、当面のとりくみ課頌や就学

についてのみとおしを検討しあう関係を築いてい

る。また、「養殿 ・訓練部」の行う教育相談活動

の一環として、保育所を巡回しての相談活動も実

施されている。向日が丘養護学校では、即害をも

つ4 • 5歳児の全員就園が実施されている乙乱11地

区の乙訓保育研究協議会即害児部会との連携が遥

求されている。このようなとりくみを日常的かつ

制度的なものとするためには、教職貝の配i代を伴

った教育相談部の聞設が不可欠である。

M 障害乳幼児の権利保即網の確立

Table 7、Fig.19、20、26などを合わせて、

各プロック内での保健所、児童相談所、通描市業、

保育所、幼稚園等の就学前諸機関の有機的述携を

点検し、就学前における即害乳幼児の権利保印網

を構築していく任務を各旋護学校は有している。

なお、1982年度で京都府下の10市15町に開設

されている「ことばの教室」は、就学前幼児の苫

語治療及び発逹相談に従事してきた実紐を持って

おり、通固事業とともに各市町村に配既しうる就

学前の専門的機関として注目しうる。

(2) 適正就学保障における要謂

1979年度の養護学校教育の義務化以降、就学

指導は基本的に市町村適正就学指導委貝会及び京

部府適正就学指導委貝会の仕市となり、捉護学校

は補足的機能を果たす頑向にある。しかし、 第11

泣で示した適正就学保障をめぐる問頗状況の中で、

尭護学校への社会的要語は逆に増大している。確
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信とみとおしを持って、合怠と納得の上に、就学

前を義務教育に接続することが緊急の課題である。

(i) 教育相談活動

府即研の調査によると、 1980年度就学児南の

内、調査しえた 87人中2人 (2.3%)が最終的な就
盆）

学先に納得していたにすぎなかった。しかし、 95 

％の親がなんらかの不安をもって就学を迎えてお

り、中には、「言菓のない子への教育内容が不！軋l

「訪問教育ということがよくわからない」という

ことを訴えていた。加えて、結果として小学校 1年

生の 1年間を経過観察期間にした形で、多数の児

煎が通常の学級から仰・害児学級に途rl1入級する現

状は、 親や関係者が確•（日とみとおしを持って就学

を迎えたのではないことを示している。

与謝の海従護学校では、既述のように、療育教

室にうけとめられたり、保育所の巡同相談で把掘

した1研淳幼児の就学先について捉護学校教（iliが栢

掘的に発汀しうる関係が築かれていた。就学前期

から附‘,;Lf児教育0)l、If.1"」機伐I(施設 ・設備、教職只

及ひ実践）に接する機会を持つ親や就学jltJ関係行

は、どこを就学先に選ぷにしろ、就‘学後のとり＜

みにより確信とみと おしを持ちやすいといえる。

向日が丘養獲学校では、向Hが丘僚育1甜に通う

就学予定児について、 7月に顔合わせ、 9月に母

親の学校見学、10月にオリエンテーション、 11, 

12月に園側の学習会に学校側同席、などのとり＜

みを経て就学を迎えるようになっている。そして、

療育涸から就学した者については4,5)」の早い時

点で引き継ぎが行われている。

このような適正就学保節上の援助は、プロック

内のすべての節害幼児（特に就学予定児）に保即さ

れねばならない。後述するように、捉護学校以外

の教育機関に就学する島合においても、 渡護学校

との連挑が築かれた中で受けとめられていること

は就学後の適正就学保即の継続的な吟味という観

点から極めて堕要である。捉鍍学校が就学前から

ブロック内のすべての節害幼児を把握し、日幣的

に関わりうる教育相談体制を賂備する必要がある

が、 まずは、希望するすべての就学予定児に体験

入学を保諒することなどにとりくむぺきであろう。

(il) 「プロック内適正就学保即委貝会」

ところで、市町村及び府の適正就学指導委員会

そのものの活動に対しても、専門機関としての養

護学校が果たしうる役割がある。義務制後、市町

村適正就学指導委員会が就学先を決定する上で大

きな役割を演ずる位置にあるが、市町村適正就学

指導委員会は予算上の制約などから委貝会を常設

したり、事務局を教育委員会とは別に設けること

が難しく 、専門医の確保も十分に行えない状況が

ある。発達診断や相談活動を担当する寺門委貝に

は小 ・中学校の教師などが委眠されるが、本務の

閻をさいての活動であるために個人記録の収集 ・

賂理 ・保存 ・追跡や閲係者との話し合いなどが系

統的 ・継続的に行えない悩みがある。また、節害

児教育諸学校が府立であることなどから、市町村

適正就学指導委員会の委員が迷護学校での教育の

実際をよ く理解しないまま相談活動を行っている

勘合さえある。現在、捉護学校は、市町村適正就

学指祁委且会の委貝に{i}f修の機会を保1邪した り、

市町村適正就学指専委且会からの依願相談、学校

見学 ・体験入学の要謂に応じる活動を行っている。

しかし、より日常的にプロック内の各市町村遥

正就学指弓委貝会に参加する必要はないであろう

か。例えば、与謝の海淀護学校は宮津市の投請に

応じて適正就学指導委且会へ委員を派逍している。

より積極的には、幼稚園、保育所、小 ・中学校内

の適正就学保即委貝会及び市町村適正就学指導委

貝会と連挑網を築く中で、プロック内のすべて即

害児の就学前のとりくみを義務教育に繋げる適正

就学保節の任務を養護学校に課すことも可能であ

ろう。姜護学校内に、発逹相談員やケースワーカ

ー等の専門職員と事務局を有する「プロック内適

正就学保障委員会」を開設することが考えられて

よい。

ところで、「人権に関する批界宜言」は、第26条

第3項において、「親は、 その子に与えられる教

育の種類を選択する優先的権利を有する」として

いる。従って、親に対しての適正就学保節のとり

くみとは、親自身が確信とみとおしを持って、合

怠と納得の上にその「優先的権利」を子どもの「
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Table. 8 与配の海賽謹学校プロック内の小・中学校 Table. 9 中丹賽謹学校プロック内の小・中学校
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Table. 12南山城養護学校プロ ック内の小・中学校

りi 学 R 

言

Ill辺町｀

巧 n

い

一

9

冒
8

教育を受ける権利」の実烈保節のために行使しう

るよう援助することである。また、「教育を受け

る権利」の実烈保節観を教師などと共に親自身が

吟味し形成する過程を内包するもので、それ自体

が極めて教育的とりくみでもある。このような適

正就学保節のとりくみは、投護学校に設けられた

委貝会ゆえによりよく行いうる側面もある。

(3) 学校教育保障における要請

(j) 居住ili町村及び届住地校との述携

府節研の調査によると、「促護学校は比較的即

~I;-や発達の遅れの煎い子を受けとめ、 訓練や治僚

Table. 14 就学の形態

A
 R/'y 

井子町 Rヶ叫③ 良 属
＼ 

9 買
-I 

⑤ 

字呻初If専11|で

h
3

[
 
,̀
 

U
"―
 

只戸誓

R / 
訪問教育

、＼麟籾

冨）ごロニ：

在宅訪問教育及び旅

逍教は（有 ・スクー

リング ）

施設内 ・病院内訪問

教育及び旅逍教ti

（有 ・スクーリング）

R 
山｀町山引R

e

①
 

戸~11,1
c
 

施設内 ・病院内学級

及び分教室 ・分校

R 
ーに立町木 ＇艮 ）

l!l □ D 
ouh山分校）

⑭巳 学校の隣接

g 
mた町？ 111|R 

釦i

｀ 竺一

E
 

R 
和棗町1il 屯lR

R
 

言噂R
F
 

⑤
 n賽町 9肩 ●i瞬

言二賃
詞

三t五量1⑥ 〖・

G
 

H 

寄宿舎（含 ・通学形

式）への入舎

］ 即岩児教育諸学校
ノゞ

ス

徒1即害児学級
歩
等 ＿
で通常の学級（含・
の 即害児学級での

学
通 通級指碍．専門
教師の巡回指導）

R -R 

注1)施設＝児塗福囮諏疇＝鴎顧

（渡部「医祖機関 ・疇叫直設における教育保即」

（「ジュリス ト地刊総合特邸も24」).1981。)
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Tabl'e. 13 1983年度京都府立公立高等学校通学区域予定表

学 科 芭 園

そ の 他

市町村

南 UJ

笠四

KL 束

加 茂

木律

＂取

山城

八 帽

田辺

字治 田

井手

久御

城渇

宇治

り［応

向日

及悶

入： 111

h 岡

以北町

又 Ill 町

八ド町

ぼ院町

[J ↓し町

丹波町

印知町

瑞閉町

綺 部 町

竺: f11 町

伎久野町

商

棠

木
i
l
l
"

北桑 In店

閑

部

只

須
知
狂

憬

部

凡

携

桟

Ill 

辺

氏

屯

気

m 

辺

n 

屯

子

田

辺

H
 

名

刷

L

叉

兵

烙

刷

工

哀

利

洛

闊

ゴ

茉

氏

几 氏
氏 高

自動m科
尿動機科

工業化学科

※農業畜荏科

※農栗経営科

※造隈土木科

※生活科

休業科

農芸化学科

※農隈芸科

水性に関す

る学科

化学工栗科

色染化学科

精密摂桟科

土木科

窯笑科

インテリア科

金属工芸科

工莱デザイン科

堀川高 ・行楽H

銅庇美術 又術工芸1こ

工芸石関する学科

I

,

'

 

9
,
'
 

I ; 
{j 

紐
稚
工
学

“
 
闇

.I. 

笠

仕

築

伏

u
 

天

殷

茉

木

ffl 

石

芸

木

律

ぷ

※
 桂 桂

校
．．．
 、.

店

高

高

高

高

辺

麻

山

知

芸

旧

石

峰

須

農

北桑田哀

綬忠“

峰山石

水性高

祐屈エ菜

伏見工瓦

以上の学科は府下全域

を通学区とする

綬 部 店

綾

福知 山 科 h;l hiし 部

福 知 ILL 

ー＂ 

M
知

山

店 紺 宮

杯 紆 高

勾 紐

＇ ＂ 
東閑紐府

※西舞四店

※ 
西鍔紐il'Jj

h;( 

部

且
岩
一
伊
一
野
一
加
一
峰
＿
大
一
弥
一
丹
＿
網
一
久

lll I『

府 町

根町

田 川 町

悦町

山 町

宮町

栄町

後町

野町

芙浜町

＂ 

※

宮 t-II 科

Lil悦谷硲

H
沖

店

※
 

紺

IU 

峰 山 窃 紺
野

科

宮

t 1し }̀  

店

山

バ

沖

パ
店

紺 野 必

久

災

浜

氏

※
 

託

久美浜石

T J 8 3
 

2
 

2
 

3
 

注 1)京都府教育委目会の只科；昭和29年京都府数委規Jtlj第4サ「京祁府公立バ芍学校通学区馘ICOOする規則」に基づく。

2)総合選抜地岐の高校（斜線部分）

く普通〉京都市 ・ 乙訊1地区一—堪川n. 日古ケ丘碍紫野A, 芍Rin，（以上京祁市立） ：山城ill,鴨祈t{,洛北高，北稜応，朱雀Jo,洛東襄，

紐吼!ff11i, .,頃峨~. 荘t{,洛西ill, I共111;.., 東桟ill,洛水}'{,.,句刷高乙閻高。

山城第一地区ー一 城南"・城刷ill,東宇治乃、西宇治碍西城傷ill.

山城第二地区一ー 田辺a.木樟応，八幅“'n八ほ店。
れ岡地区一角悶n,附丹n.

く商業〉京郡市～大山崎町一—西京illi菜バ（以上京郎Ifiit） ：山城“．鴨祈ill,洛北高，朱雀~.洛東高，挑山ill.乙訓Jli.

田辺町～宇治市（一部）一城南“．城属;{.

3)※印は 1983年度改正分

5!) -



が可能な施設 ・設備を持ち、教且が多くきめ細か

な教育が可能であり 、印古児教育のI、り11fj校である」
29) 

と親にみられていた。しかし、j迂護学校は小 ・中

学校に比して家庭や居住地から遠隊であるという

困難な条件をもっており、これに対する親の不満

も多い。従って、今17、従殿学校は家庭や届住地

での麻害児の生活や育ちにもきめ細かい配曲を行

いうる諒害児教育の専門機関であることが要請さ

れている。養護学校生といえども放課後や長期学

業休暇中は家庭及び居住地で生活をしていること

を忘れてはならない。

まず、捉護学校在笥児!il・生徒の一人ひとりに

ついて居住地校及び届(E地の行政と辿槻したとり

くみを行うことである。

現在、府下でサマースクー）レ、「地域学校」な

どのとりくみが広がっている。 rt.i1日が丘ぎ紺俊学校
の校区では、 1979年に大山銃町、 1980年に向

日市と長岡京市、 1981年に宇治市、 ］982年に

八幡市がサマースクールを開設している。大山崎

町のサマースクールは、「即害児に{1かな以休み

をすとさせる 」とともに、「節‘占児に対する正し

い理解を地域にひろげる」ことを目椋としており、

「節害児とその家族の人権が守られる民主化され
30) 

た雄戯社会を形成する述動」として把えられている。

長岡京市では、 1982年度からサマースクールに

加えて「冬の学校」が開設されている。このよう

なとりくみを、各プロックの全市町村に広げてい

かなければならない。

さらに、向日が丘養護学校では、「地域担当」

及び「居住地校担当」を校紡分常として設けてい

る。具体的には、新］年生全且について、顔写兵、

住所（地図つき） 、学校でがんばっていることな

どを示した「新入生バネル」を作成して居住地校

ヘプレゼントしている。また、夏休みに担当者が

付き添って居住地校のプールに最低1回参加させ

るなどのとりくみを展開している。

逆に、居住地の市町村の行政に養護学校生への

サーピスを実施させているところもある。与謝の

海接護学校では、 1982年度から正式に宮津市に

即害児と健常児合同の反季学：窮保育を実施させて

31) 
いる。また、寄宿舎に入舎している者に対して、

福知山市、綬部市等から長期学業休暇前後の帰省

パスが出され、舞鶴市については七夕音楽祭や学

習発表会などの学校行事の際に親を送迎するパス

が出されている。

(ii) 即害児学級、通常の学級に学ぶ障害児

へのサーピスの提供

一方、プロック内の節害児学級及び通常の学級

に学ぷ節害児に対しても、妾護学校は同様に即害

児教育の専門機関としてのサーピスを提供しうる。

それは、現在既に各産護学校で実施している教育

及び旗育の外来相談を充実し、既述のように、教

育相談部及び「プロック内適正就学保障委貝会」

に屯11りの教職貝を配四して、適正就学保節をはじ

め、「教育を受ける権利」の実質保即のようすを

継続的に吟味するとりくみである。また、親や担

任の教育相談も受け、教材 ・教具の貸出しや具体

的な指打法の教示をも行う。治療 ・訓練について

は、相談だけに留まらず、直接的に訓練等を外来

や巡回方式で実施することを望む声も存在する。

その場合、Table8~12に示した各プロック内

の小・中学校及び障害児学級の配置、通学区域、

Table 13に示した府立裔等学校の通学区城などを

参照にして、各プロック内の社会資源としての学

校教育施設を把握し、連携網を確立すべきである。

要は、Table14に示すように基本的に8つの就学

形態にわかれるが、いかなる就学形態に属しよう

とも、すべての即害児が居住地校と程護学校、居

住市町村行政と府行政の双方から同時にサービス

を受けられる体制を創出するこ とが重要である。

(iiO 1l護学校のもつ福祉的機能

近年、菱護学校のもつ福祉機能が注目されてい

る。例えば、寄宿舎をもつ養護学校で緊急入舎が

増えている。丹波程護学校では、 1981年度 3件、
32) 

1982年度 4件の緊急入舎があった。向日が丘養

護学校では、 1979年度6件（のべ日数439日）

1980年度 6件（通年入舎生の2件を含む、のベ

日数107日）、 1981年度 12件（同3件を含む、

のべ日数不明） 、 1982年度 (1983年1月現在）
33) 

9件（のべ日数210日）の緊急入舎があった。向

- ii() -
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日が丘捉護学校の1982年度についてその理由を

みると、母親の手術 ・入院ー 2件、父親の手術 ・

入院ー4件、兄弟の手術 ・呑護 l件、出涯のため

-1件、葬儀参列ー 1件であり、家族の病気や事

故が直ちに即害児の「教育を受ける権利」の形態

的保障（就学権）さえ竹かす状況である。福祉サ

イドの緊急一時保護も設けられているが、期間が

原則として 7日以内と短いこと、従獲学校に隣接

する施設が少ないこと（肢体不自由児施設、籾神

湖弱児施設、頂症心身節害児施設、共に 1施設）、

保護期間中在籍校の教育の継続が難しいこと、保

護要件の成立を待って11後対応に留まること、な

どが利用しにくい原因となっている。従って、 緊

急入舎の際に特別の）JII配などない困難な条件の叶I

でも、「学校教育を継続して保即し、発達を保即

していくためには、どうしても必要な措散」（丹

）
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Fig. 27京都府における心身障害児施設（1980年度現在）

注 l)京都府教育庁指湿部学校教育課 ；「昭和56甲印氾り児敦育只料」

(1981)より作成。

波花股学校）、又は「最大優先」（向日が丘渡護

学校）と位凶づけて、とりくみが進められている。

このような従護学校のもつ福祉的機能に対する

要訥は、即害児学級及び通常の学級で学ぶ障害児

とその家庭にも存在する。しかし、寄宿舎を持た

ない旋護学校では、プロック内の障害児はも とよ

り自校の児堂 • 生徒にさえ緊急入舎を保障しえな

い。南山城従護学校では、寄宿舎のある向日が丘

捉淡学校や児窟福祉施設のある桃山尭戦学校に少

なからぬ児箪 • 生徒を区域外就学させている。

緊急人舎の他に、応害児の放課後での受けとめ

を程護学校（特に寄宿舎）や学箪保育所に求める

親の希塑も存在する。 Fig.27に示してある児童

福祉施設の配凶も、各プロック内の障害児により

適切かつ迅速に福祉サーピスを捉供しうるよう検

，付されるべきである。

W) 発達や健康に問題をもつ子どもの「教育

を受ける権利」の実質保即への寄与

没護学校の専門機能はプロック内の即害児に開

放 ・捉供されることを越えて、通常の学級での教

育尖践をより「教育を受ける権利」の実質保即に

ふさわしいものに充火させていくとりくみにも提

校は、校I勺適正就学保即委旦会などの活動と して

発逹や健康1こfiil起をもつ子どもの調究にと りくみ

始めている。例えば、向日市立第3向陽小学校で

は、 1979年4月の閥査を通じて、全校児窟1,072

人の内、87人の他版を害している児窟が把握され

た。これらの発逹や健康に問穎をもつ子どもへの教

育は即宙児教育の菩梢した成果に負うところが大き

い。さらに、通常の学級において、能力主義的教育

でなく発達保障的教育を創造し普及する上でも、

害児教育の専門機関の果たす役割は大きい。その場

合、Pig.28, 29に例示してあるように、例えば、40

人学級の実現など学級数や学級規模などの小・中学

校の教育条件そのものを改善するとりくみに障害

児教育関係者も参両していかねばならない。

(4) 卒業後の就労 • 生活保障における要請

(I) 就職後のアフター ・ケアー

府障研は、 1978年度府下中学校障害児学級及

- lil -
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Fig. 29 「45人学級」から「40人学級」へ「擾準法」を

改めた場合の一学級人数の例（向日市立小学校）

注］） 1，i]日市の公立小学校について．京都府教育委且会；

r公立学校遅本数ヨft」(1982.5. l現在）基づいて試
打しに．

2)試nは．学年Cとの在籍児9R数（閃級を含む）をそれ
ぞれ45,,10人学級の湯合にみCまれるア紐数で9i1純
に割ったものである。

3) 36学級9卜実に 17学級（-17.2芦）の学級人数が少なく
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わかる。

X) 

10 

。

＾
＊
戌

N
佼
＞

-
R当
り
平
均
ア
R
孜
（
学
は
）

⑲

@

 

g
-
七
み
（
オ

N政
）

字
校
教
q
ひ
閲
h
規
問

^
”
¢
朽
＞

＾

小

呪

g

n
v
,
1
 

U
J
-

‘, 5 uり
9
1
3
 

CS
ふ
z
J
g13 
叩

庄

5

ペ
＼

呻

l

l

j

-15

＼

山

～
ー

1

T
、

ヽ9
ーヽ二

Fig. 28 

O▲ 

| :l[I市(272.369) 

隅氾町(11|5274） ・．言号：：：35;)7:{)5)
字治叫初(9.7.Zl.••>I 長岡京市（勾．G.35.7) 

▲ 
綱野町 (10.3.28.6)。¥、邸如市（22.6.33.6) 
I む邸町 (22.0.33.5) 

柱邸市(J0.8.お．9) . 久御山町（m.,.35.J> 
I 

福知IUili(JJ.3コ、9) X ll.l辺町(14.3.36.1)

＼！ビ。06:2]1:8)

>'-~,•手町 (150. 30.7) 

x 山域町(14.0．邸2)
メ
＊か町 (13.5.34.8) 口口di メ

□I冒：）
10 x 2 ⑳

 

35 40 

I 学駁当 h ギ均R.'1'~ (',.) 

市町村別公立小学校平均学級数並びに在籍児童数（ 1982.5.I現在）

(E I）点都府教付安U会： r公立学校ふ・木故渇五」 (1962.5. I現在）に基づいて，在H児窮総数（閃級を含む）と
学級総数（閃級を含む）でIU純計狂した。

2) 0与匁1の海プロフク、〇巾J1プU7ク、▲丹波プロブク、●向日が丘 ・挑山プ〇ブク、X南山城プロフク。
プロフク Cとに持徴のある Cとがわかる。

3 ~学校教育法施行規則第 17条「小学校の学級数は、 12 学級以上 1 8 学級以下を榛叩とする。」

•I ) イギリスの初等学校の名くが 1 学紐 30人以下の児哨で溝成されているので、 1例として 30人で線を引いた。



調査報告 京都府における「投，i&学校プロ・＇，幻構愁と梵 ，必学校の新たな任務

び府立捉獲学校裔等部卒業生の合計236人全貝の
35) 

3年1UJの進路追跡調査を実施している。その中で、

巾学校即害児学校卒業生で就労を経験した者の50.

8％、捉護学校高等部卒業生の就労を経験した者

の41.7％が離転職経験者であったことが明らかに

された。また、わずか3年の闘に、消息不明者が

4人出現していた。府即研調査は、「少なくとも、

卒業後3年間はアフターケア ーを継続し、動向を

正確につかみ、迅述に指導援助をしたり 、激励を

していくことの必要性が明らかとなってきた 」と

粘論づけている。

(ii) 共同作業所の増設

府即研の調裔は、「 特に従護学校卒業生の企業

就職が困難な中で、各地のI箭害者共同作業所の果

たす役割は益々煎要さを増している」と、共同作

業所の役卯」の大きさを指摘している。 荏護学校高

等部卒菜生で共同作業所に進んだ者は、1980年度

卒業Il:.82人中21人（25.6%)、1981年度卒業生

104人,1124人(23.1%)と、約4分の1を占めて

いる。しかも、府即/iJf淵．牡も示すように、離熙者

を受けとめて卒業後ひさつづいて増加する傾向（

1978年度卒業生で卒某時J0人から 3年次調査時

16人に増）Jll)にある。

共/r:iJ作業所での受けとめによって、福祉施設入

所者及び特に在宅者をできる限り少な くしている

が、共同作業所への入所さえ困難な状況が発生し

ている。認可及び無認可の授産施設の配個状況を

Pig.30に示したが、各市町村配磁までには致っ

ていない。現状では、ひきつづき増設が求め られ

る。この点、与謝の海捉護学校、向日が丘蓑護学

校などでは、共同作業所とのつながりや生活労働

施設づくりがな識的に追求されている。

OiD 社会福祉施設の増設

1980年度狸股学校高等部卒業生82人中15人

(18.3 %)、同じく 1981年度卒業生104人中33人
36) 

(31.7%)が社会福祉施設入所者である。府障研の

調査では、 1978年度卒業生84人中、 卒業時が

25人 (29.8%)、 3年次調査時が27人(32.1%)

であった。およそ、 5分の1から 3分の 1の養護

学校高等部卒業生を受けとめている。ところが、

これらの卒業生の受けとめられる施設はプロック

内に所在するというよりも、広く府内外に及ぷ。

1981年度における、他府県の身体障害者更生唆

護施設への委託人数は98人中34人 (34.7%)であ

る。また同じく、他府県の籾神苅弱者援護施設へ
37) 

の委託人数は1,021人中86人 (8.4%)である。

Fig. 31に府内の社会福祉施設の配四を示してあ

るが、身体節害者史生援護施設人所者の 3人に 1

人、及び率としては低いものの梢神剖弱者援股施

設入所者の100人近くが府外に出るという実態で

ある。 蚊低府内で生まれ育った靡，ーリ者の希望する

すべてを府内の施設で受けとめうる条件挫備が必

要であろう。さらには、各プロック内で受けとめ

うるだけの増設、 適正配li"tが求められる。丹波狡

護学校では、隣設して精神苅弱者更生施設を開設

し、教育保即 ・進路保節で辿りかを深めつつある。

しかし、新設した施設もり廿所前から定貝が埋まる

という状況であり 、緊急に第2、第3の増設が求

められている。

位 肖年学級などによる即宙ff年の果団

保即 ・社会教育保即

即害者の彬合、特に学校卒業後も継統して教育

的配慮が保仰されるべきである。「教育を受ける

権利」の実例保節は、学校教育から多くの部分を

社会教育にひきついでとりくみうる。

「丹波プロック」では、「fu岡市即害児を守る
協議会」と「口丹涎護学校設凶促進協議会」の迎

動によって、 1977年 7)Jに、（じ岡市教育委員会

も役割を果たす中で伯9書者村年学級「かめのこ」
38) 

が開始されている。 「なかまづく り」「字の学

習会」「文化的活動」を3本柱とした青年学級は、

当初 10人余りから今l』40人余りヘメンパーを増

やしている。丹波捉護学校の教l識貝は、即害者に

対する社会的圧迫が増大しつつあるこの時期にお

いて「集団を保即し、社会教育の機会をつく り、

仲間とともに仲間の中で成最していけるような条

件と、さらには自分たちでつく り出していけるよ

うな、生きがいとしてのff年学級の怠義は大きい」

と把え、 青年学級のとりくみを位四づけている。

1981年には、丹波捉護学校の行年教職員を中心

-6 3 -
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Fig. 30 京都府における心身障害者授産筏設

a.1） ＊及び●は，点都府教育庁指溝部学校教t:In: r 昭和56年度m•,'}児教打資 f..l 」
(1981)及び京都府福祉部；r昭和57年度M祉fJl拐概要」(1982)による。
2)●は．京都府民生労働部屈古福祉課が1983年6月1日現在で把況していに 18か
所である。



閲査報告 京都府における「没護学校プロ ック」構想と脊役浮校の新たな任務

に「第 1回船井地域の同窓生のつどい」を関催し、

船井背年学級「こぶしの会」をl}り始させている。

丹波捉護学校では、「卒業後も一常に会し、お

互いの日常のことや悩みなどを相談した り、明日

への生きる励ましの楊とする」ことを目的とした

同窓会を同窓生の「大きな精神的支え」としてと

りくむという実践も生んでいる。

このような背年の渠団保節は、 従護学校卒業の

即害者にも、中学校や品等学校を卒業の節害者に

も、また就労者にも、施設入所者にも、在宅者に

も保即されるべきものである。

(5) 社会的要請に応える方策

捉護学校に対する社会的災i,1iを、{i)就学前、(Ii)

適正就学保院 伽学校教育保1i爪 OW卒業後の就労

• 生活保節の大きく 4 点から述ぺた。 しかし、 あ

らゆる社会的要間を捉護学校が背負いこめない状

況がある。

例えば、向1::Iが丘4迎槻学校では、週 2時1iilずつ

4人について校内採作で教育相談担当の活動を保

廊している。向l」が丘従護学校の教育相談担当が
39)。

1982年1虻に受けとめた相談は約50件であるか、

校内の他の所への負担から教育相談担当に保即し

うる時1/llは現在の時IIDが限界である。もし、これ

以上にと りくみを拡大しようとすれば、ケース ・

ワーカー、発達相談貝、フリーの教師の配四が不

可欠であるという。

また、与謝の海養護学校では、迷股 ・訓練担当

教貝 12人中 11人を教育相談担当にあてて、週2

日（午前中）の活動を保即している。 1982年度

に受けとめた相談は約100人で、内60人近くが就

学前幼児の相談であった。相談には、外来相談の

他に、保育所への巡回相談も月 1回とり入れてお

り、相談事例はすべて個人フ ァイルとして記録さ

れ、 継続的に活用される体制を勝備している。 し

かし、教育相談担当が校内挽作で捻出されている

点が、活動を発展させていく上での節堡になって

いる。市町村適正就学指導委貝会からの依頼相談、

体験入学、緊急入舎、居住地校協力など、専任の

教職員の配四 （加配）のない中でとりく まれてい

るのが現状である。 校内採作によって担当者の活

動を保障する場合には、特に、校内教職員の民主

的討議に基づく集団的合意と展望が不可欠である。

一方の極には、淀護学校が社会的に要請される

すべての機能を持つべきだという論があり、もう

一方の極には、 在籍児箪 • 生徒への教育活動のみ

に限定すべきであるという論もある。ま た、現

実には、蓑護学校生の障害の煎度化、教職貝の減

貝、予勾の削減などによ り、 実烈的に在籍児箪 ・

生徒への教育活動さえ十分に行えないのが実態で

ある。

従って、養護学校が社会的要請に応える上で、

現在校内の努力で対応している諸とりくみを新た........ 
な社会預涼の創出に繋げるという観点が極めて重

要になって くる。 与謝の洵荏護学校建設を実現さ

せた第一段階は、校内操作で担任 実践を菩籾し、

教具を捻出し節害児学級を開設した北部の小学校

でのとりくみであった。 今日、節害児の「教育を

受ける権利」の実質保岡のために必要なとりくみ

であれば、当面は校内操作によっ てでも秘極的に

対応していかねばならない。 実践を菩梢し、成果

を社会的に共有する中で、新たな社会資源を創出

する とりくみは進展する。

ケース ・ワーカーの配屈、発達相談貝の配囲な

どは養護学校の敬眠貝定数だけで考えるのではな

く、児窟相談所、保健所、家庭児箪相談室など府

及び市町村の施設及び職貝を旋護学校の中に配四

する方向で検討することも可能であろう。新たな

法制度を全困的とりくみの中で創り出していく展

望を持ちつつ、現行法制度の中で活用しうるもの

を徹底的に洗い直すという、新たな社会資源を創

り出す極めて具体的な政策立案能力が科学的 ・民

主的障害者教育運動に求められている。

「淀護学校プロック」構想とは、 新たな社会資

源の創出のための運動を展開していく 見取り図で

なければならない。

w 「第3次京都府総合開発計画」に対す
る「養護学校プロック」構想の意義

林田京都府知事は、 1979年6月、 京都府総合

開発審議会に「第3次京都府総合開発計画」の策
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定について諮問した。同審議会は、 1 98 l年 7月

に『 ＂活力とうるおいのある1朋日の京都府をめざ

す＂第 3次京都府総合叫発計1rltl(1次試案） 」を

公表し、同年1]月には1次試案と同名の答1れが捉

出された。京都府は、これを同年 12月に1981~

1990年度を期間とした「第3次京都府総合開発

計画」（以下、「 3府総」）として公にし、現在、

中間の 1985年度までの「進行管理計両」を策定

して施策 ・事業を推進している。

「3府総」の性格は、 1964年 3月の「京部府

総合開発計画」（以下、「1府総」）及び1971 

年3月の「第2次京都府総合開発計画」との対比

の中で明らかにしえる。「 1府総」は、「この計

画の究極の目的は、住民福祉の普辿的な向上であ
40) 
る」 との立場を鮮朋に示していた。そして、 「

この計画を策定する地方自治体であるぷ邪府は、

地域社会の住民の立場からその屎境を幣備し、住

民生活の基礎である産業を振興する使命を負うも

のであり、自治の本旨は、より住みやすいひずみ

のない社会の実現にある」と、地方自治体として

の府行政の使命を位四づけていた。これに対して、

「3府総」は、「 今後ますます厳しくなる行財政」

及び「急速に進行する人口構磁の砧齢化」に対処

するために、「地域住民の梢樹的な参加と協力を

引き出し 」ながら、「住民の創忍と工夫による特

色ある地域づくりをいかに進めていくか」、「活

力とうるおいのある京都府をいかにつくりあげて

いくか」という構図を持っているとよみうる。
4 l) 

そして、「1府総」と決定的に相迎する点として、

「3府総」は、 「地域づくり」、「京都府」づく

りを「近畿商の発展に寄与していく」立場から位

囲づけた。関西財界や国土庁等の近級滋洲発構想

に乗って積極的に役割分担していこうというのが

基本姿券である。

「3府総」は、「地域づくり」を「コミュニテ

ィを基礎とする自主的なまちづくり」という』・菓

に換言し、「住民相互の辿帯」とか「創造的な地

域の自治」という用語さえ迂場させている。しか

し、この「府民の連術と創、ほによる地域づくり」

の項目を導く前には、「多様化 ・裔度化する府民

要望への対応」の項目がある。そこでは、「経済

の安定成長と今後ますます厳しくなる行財政の状

況のなかで、これらの府民の多様な要望を行政の

みによって満たすことは非常に困難である」こと

がまず献われ、「国などの資金の導入」とともに

「府民の活力を行かす」こと及び「民間の活力の

有効な活JI]」が強濁されている。このよ うな意味

から、さらに、「地域共同体の機能の低下」、「

地域の述併感の疫失」などが問題として把握され、

「ふれあい、相互扶助などの生活関係の崩壊や弱

体化は、本米そのなかで解決されてきた事柄が市

町村を中心とする行政に委ねられることとなり、

行政負担の増大の原囚ともなっている」との見方
42) 

につながっていく。このように、「コ ミュニティ

の腹成」は、「地域活動やポランティア活動」な

どの「地域住民による自主的な問題解決」の促進

のために要請されるのである。

「3府総」は、とりわけ査本主義下における「

貧困化」の進展に伴って、従来家族や共同体の中

で処理されてきた蓑育、教育、扶助、保健などの

業務が急速に崩椒し社会化されてきた経過を、「行

政負担の増大」とみなし、行政の負担の軽減を強

調している。従って、「 3府総」の施策は本質的

に「社会歿源」削減の施策である。

具体的には、例えば、社会福祉分野では、「法

令等により府営が義務づけられているものを除き

ijI業団を活JI]する 」との方針の下に、吉田保育所

／浴J_t、洛南樅、吉田母子寮、向日が丘療育園、身

体船害者福祉センター、桃山学園等の府立施設の

•Ji業Fl1委託がすすめられている。即害児教育の分

野では、 1981年度聞校の南山城捉護学校及び19-

84年度開校予定の中丹淀護学校には、要望が高い

にもかかわらず寄布舎が設けられていない。 「3

府総」の養護学校建築は節推協の提案を一応入れ

て計画化されたものの、 1983年度開設の計画で

あった南部地域の病弱淀護学校が分校形式でしか

達成されていない。挫学校舞鶴分校では、親の強

い反対があったにもかかわらず、 1983年度より

巾学部が廃止されている。保健の分野でも、1980

年に舞珀保健所東支所が廃止され、 1983年に網
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野保健所が峰山保健所に統合 ・廃止されている。

以上のような性格の「 3府総」に対して「荏護

学校プロック」構想を手がかりとして策定がすす

められる科学的 ・民主的京都府節害者教育計画は、

「社会衰源」充火のための地方自治体教育計画で

なければならない。ここにいう「社会資源」充実

とは、適正配凶や辿挑強化による効率化をも含む。

「従股学校プロック 」内で彫害児教育諸機関や諸

社会資源を有機的に結び付け ると りく みは、縦割

行政による非効平化を排し、 主権者である障害児

（者）のために「教育を受ける権利」の実質保障

を最も合雌的に、かつ、見とおしと確信をも って

系統的 ・継続的に火現していくことであろ う。そ

の場合、「社会汽~J;i」充実のための単位としては、...... 
「地域」ではなく、上権行使の基本単位である地

/J自治体を凶くぺきであろ う。但し、地方自治体

もrh町村と都道府県で項府的であることから、各

市町村段階でolji11した「社会汽源」と府段階で創
出した「社会汽訂i」を有機的に結びつけていくま

とまり の 1つとして「捉護学校フ・ロ ック」を把え

『iすこともでさる。

このようにみると、一部にいわれているいわゆ

る「校凶愉」は、小学校の通学区域のみを重視す

るあまり、欧’f児教育諸学校や社会福祉施設など

の「社会賓涼」の活用や創出 ・充実から即害児 （

者）を遠ざけてしまっており、 障害児 （者）の「

教育を受ける権利」の実四保障を狭く脆いものに

押しとどめたり、時には逆に 「教育を受ける権利」

の実質保節を11J11Fしている。この点、京都におい

て継承されてきた「地域論」は、単なる共同体願

望に留まるものではなく 「ゞ新しい共同体の再建」

＝地方白治体建設を意味するものであると結論づ

けることができる。

（本稿は、問題捉起のための討議資料の意味を

こめて丼いたものである。各妥護学校の研究紀要

をみると、例えば向日が丘捉護学校が開設15周年

を、丹波狡股学校が 5周年を契機と して、養護学

校の果たすぺき任務を独自に深め、集団討議に付

しているようすが伺われる。狸護学校の教職員だ

けの討議で終わらせるのでな く、 「養詭学校プロ

ック」に、一吋議の輪を広げ、本稿も素材としながら、

足非、各プロックととの「促護学校プロック」構

想の中味づくりに祈手してはしい。）

〔註 ）

1) 第92帝国議会衆議院における教育基本法案委貝

会での剣木享弘政府委はの答弁。

2) 柑水邸氏は、 「戦後教育改革とI節害児の学習権

一遥法 ・教育述木法の制定過程から一」（ 『教育学

研究．lVol.36, No.J 日木教育学会、1969)にお

いて既に「憲法 ・教晶法のr教育の機会均等J条項
のrひとしく』は、新憑f去の国民主権主義の原則に
甚づく権利の無差別平等性の保節を意味するもので

あり、「能)Jに応じて 」は、その権利の実質を保即

するにめにぶlJ欠の補充規定である」との考えを示

しており、その後も「町占児の学習権」 「発達権」

l発達＝生（f-権」論を禎極的に展開してきた。

そして今H、 「発達保節」及び「発達権保即」の

雖念は一定の地歩を得るまでになっている。しかし、

水稿では、I発達権保即」ではなく 「r教育を受け
る権利』の火'fill祁即」とした。それは、同じ「発達

（権） 9呆即」の｝iji/iを使｝IJしながら親、教師、行政

の忍味するところが相連するような状況があり、教

育現場では教介火践をJ設淵していく過程において親

と教師がまさにJ・・どもの「発述」についての共通認

識を獲得することが，裸凶となっているという現状を

背景としている(t1!Jふ ・渡部；「第32次(1982年度）

京都教研［研必児教育分科会］の成果と課題」 ((r

節害者教育科学、IN.L 6))科学的阻害者教育研究会、

1983)。「発達権」という「新しい基本権」を直ち

に定四するのではなく、あえて日本国憲法に明記さ

れた「教育を受ける権利」を姐上に載せて、その「

実質保節」とは何かという相互検討を捉起したい。

3) 例えば、品取県脊少年問題協議会の烏取県知事へ

の答申「行少年の問頗行動と当面の対応について（

第一次報伍）J(1983年 5月 18日）は、 「今日、

改めて1gJい直さねばならぬことは、憲法第26条の「

能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利』につい
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てである。それは、 児箪 • 生徒が『ひとしい教育を

受ける権利』を意味しているものではなく 、『それ

ぞれの能力に応じた教育を、均等な機会の保節のも

とで受ける権利Jを意味している。」という基本解釈

を示し、 「多様な能力への対応」 「能力に応じた個

別指導」といった能力主義的対応の導入を求めてい

る。

4) 「学校宜言」の引用は、京都府立与謝の海蓑護学

校；「よさのうみ］0年のあゆみ（よさのうみ第20

号）」、1979、によった。

5) 藤井進；「障害児教育制度充実への地域教育計画

づくり一京都府障害児教育推進協議会活動の経験

から一」（「障害者問題研究JNo.15-)全国熙害者

問題研究会、1978, J?.64. 

6) 京都府障害児教育推進協議会 ；「京都府における

団害児教育の推進について（最終報告~)」、 京都

府障害児教育研究会、 1978.P.39. 

7) 同上、 P.60.

8) 兼子仁 ；r新版教育法J、有斐閣、 1978,P.365. 
兼子氏は、この引用に続けて、 「居住地域での学校

生活による子どもの人間的成長を期す趣旨」を公立

義務教育学校の通学区制のな義として指摘している。

また、別の箇所で、 「教育を受ける権利」に「逼正

に配囲された通学条件のよい学校に通う権利（通学

権、通学条件整備要求権）」が含まれていることに

も言及している (P.257) 

9) 室井力 ；「地教行法第50条」（有倉遼吉編；「基

本法コンメンタール新版教育法J)、日本評論社、

1977, P. 350 

10) 1956年 10月18日付初等中等教育局長回答（委発

287)。

11) 1973年4月 16日京都府教育委貝会教育長通知「

京都府在宅障害児訪問指導教育制度実施要項」にお

いて訪問指導対象児の地域区分と在籍校が示されて

おり、養護学校の一応の通学区域を知ることができ

る。これは、 1979年4月には「京都府障害児教育諸

学校訪問教育実施要絹 ・細則」に改められた (1982

年4月再改正）が、同様に訪問教育対象児の地域区

分と在籍校が示されていた。これらは教育長通知で

あり教育委貝会規則ではない。

12) 京都府即宙児教育研究会 ；『京都府下における19

80年［（（義務教育就学1年目の実態調査ー第2次巾Il1l

報告一』、 1982.P.P. 64 -66。

］3) 京都府障害児教育研究会 ；r京都府下における義
務教育就学 1年目の実態調壺ー第 1次中閻報告告

- J、1981.

14) 京都府教育庁指導部学校教育課； 『昭和55年度即

害児教育資料J、 I 980, .PP.6 -7。

15) Aの段階は、 1981年度で小ー77人 (9.8%)、「h

-5人 (l.0痴）、 1982年度で小ー 91人(10.9弧）、

中ー6人(1.2菟）であった。

16) 結果の一部は、関西教行学会第34l旦1大会(1982年

10月）において池田真砂子によって発表されている。

17) 京都府教育庁指導部学校教脊課 ；i‘昭和57年即宙

児教育資料．l、］982. PP.7-9。

］8) 注12)文献、PP.4-19。

19) 向日が丘蓑護学校では、 1979年度から乙訓l地万の

ちえ遅れ児を小 ・中学部に受け入れはじめている。

その中で、小学部在籍児迅の中に占める「書きこと

ば獲得期以前」の者の割合が 1978年度38痴）ヽら19-

8]年度78痴へと倍増し、発達年齢0歳からの教育

課程の創出にとりくんでいる。また、 ！979年度から

訪問教育校となったが、この5年間発達段陪6カ月

未満の最重度児も全日教育で受けとめて訪問教育児

を出していない。（向日が丘菱護学校；「1981年度

向日が丘の教育(15)」、 1982)。

幻） 京都府教育委貝会；「心身即害児の早期発兄のた

めの教育行政と福祉行政の連携について」（文部省

;「特殊教育池26J)、東洋館出版、］979, P.18。

21) 保健所は、 1981年4月現在で全困It855カ所あ

り、その管内人口は］～70数万人の幅をもっている。

京都府下でも 1975年度の人口で1.4~20.4万人の管

内人口であり、保健所そのものの適正配四が検討課

題でもある。

22) 社会福祉＂某法に基づいておおむね人口 10万人に

1つの「福祉地区」が設けられて配四される。

23) 注12)文献、及び渡部；「養護学校義務制実施後

の問題と課題」（「特殊教育学研究」 Vol20,No.2)、

日本特殊教育学会、J982,P.55。

24) 全日本特殊教育連盟の1980年度入学児調査で86.2

- 1沿一



馴査報告 取．都府におけるr筏，殴学校プロック」枯ば、！と疫、没学校の新たな任務

％ （山口滋 ；「即四児教育論．』、第一法規、 1982、

PP.141-142)、1979年度東京都渦西で85.1% (熙

害児教育調査研究委目会 ；「就学閃也児の実態と修

学困難（上 ・下）」（（r都政」1, 2月丹））、東求
都政調査会、198])であった。

25) 注24)の全特述濶西。

26) 小西英夫 ；「長岡京市における心身即む児の昂期

ケアシステム」 (r心身閃苫児就学指屯汽料．I）、
文部省初等中等教育局特殊教育課、］98、J. J'. 97 

なお、向日が丘養護学校は]979年度から乙訓1教育局

管内を対象区域として訪問教育を没りているが、19-

83年度までの5年間、訪問教行ゼロを実説している。

27) 府悩与謝の海養護学校分会 ；「成祁北部における

就学前のとりくみから」 (I' 日教糾第32次 • H高教

第29次教育研究全困染会報告iIFJ)、以都教醗貝糾
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28) 注12)文献、PP.35-4[。

29) 同上、 P 39。
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31) 府汎与謝の洵養護学校分会 ；1'印 IHI]における岡

宙児以季学直釘呆育のとりくみ」（『日教糾第32次・

日胚教第29次教育研究全旧染会報告1,I}』)、京都教

職目約合、 1983, PP.3 -,i。

32) 紀要編集委貝会 ；「実践 ・研究 ・運動のあゆみ

丹波の教育JN:>. 5、丹波養護学校、 1983,P.5。

33) 注30)文献、PP.111-112。

34) 向日市第三向賜小学校保健部； 「子どもたちが健

碩に生きていくために 」（ガリ版刷臼料）、 1980。

35) 京都府阻害児教育研究会；「昭和53年度中学校即

害児学級及び府立養護学校高等部卒業生の進路追跡

調査第3年次（昭和56年度）中間報告」、1982。

36) 京都府教育庁指導部学校教育課 ；r昭和56年度閏
害児教育資料J、1981．及び、注 17)文献。

37) 京都府福祉部 ；「福祉部市務概要（昭和57年度）J、

198公

38) 注32)文献、P.P 8-10。

39) 注30)文献、P.129。

40) 京都自治体問題研究所 ；『財界の 「京都改造計画」

「第3次京都府総合開発計画」 批判資料集」、1981,

P l 1。

41) 京都府； 『‘‘活力とうるおいのある明日の京都府

をめざす’'第 3次京都府総合開発計画』、 1981, 

J,P.3 -6。

42) 同上、PP,29-30。

＊注記以外で使用しているデータは、 各養護学校を訪問

して聞さとりをしたものである。
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